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１．改定の目的 

建設産業は他産業と比較して「賃金が低く」「社会保険の加入率も低い」傾向が続いて

きました。全建総連はこの状況を打開し、より魅力的で安心して働くことのできる建設産

業の確立を目指し、これまで、建設国保育成強化の運動とともに賃金引上げ、年金加入に

向けた取り組みを進めてきました。 

国土交通省も建設業の人材不足解消のためには、社会保険加入（健康保険、年金保険、

雇用保険、労災保険）と賃金引上げが不可欠だとして、2012 年から 5 年間で社会保険

加入の推進を図っています。その一環として、国の公共工事設計労務単価を 2013 年 3

月に 16.1％、2014 年 1 月に 7.1％の引き上げを行い、賃金引上げとともにその実現

を図るとしています。 

全建総連はこの流れを賃金引上げと適切な社会保険環境実現の絶好の機会として、各県

連組合と共に、国、地方自治体、建設業団体、大手企業に賃金引上げを求める取り組みを

進めています。 

この取り組みによって、現場で働く建設労働者・職人に賃金引き上げが実感でき、皆が

社会保険に加入することができる環境をつくることが大切です。 

事業主が発注者から受領した代金のうち、賃上げ分と法定福利費などの社会保険加入経

費分を適切に従業員や職人の賃金等に反映させ、また、事業者として適切に経理できるよ

うにするため、所得計算書（所得とりまとめ帳）の給与台帳を改定しました。 

 

 

２．改訂版の概要 

 

①これまでの書式にちかい「賃金経理台帳（事業所で 1 ページ）」と、従業員・職人の給

与等詳細を計算するための「出勤簿・賃金個人台帳（従業員・職人ひとり 1 枚）」の２

つで一組としました。「賃金経理台帳」は従前どおり所得計算書に入れ込んでいます。

「出勤簿・賃金個人台帳」は従業員・職人の人数に合わせて全建総連ホームページから

必要分をプリントして使います。 

なお、「賃金経理台帳」は 2014 年 10 月完成予定の所得計算書に入れ込みます。そ

れまでの間は全建総連ホームページからプリントして利用してください。 



②「出勤簿・賃金個人台帳」は各人の賃金月額から、健康保険、年金保険、雇用保険につ

いての法定福利費や、国保、国民年金に対する事業主の任意による上乗せ負担分を算出

し、事業主負担分と本人負担分を経理した上で、実際の支給額を算出できるようにしま

した。また、出勤簿と一体とし、簡易に法定帳簿の備付ができるようにしました。（労

基法上の法定 3 帳簿は「労働者名簿」「出勤簿」「賃金台帳」をさします） 

③「賃金経理台帳」は、各人の「給与」と事業主が負担した「法定福利費」を記載した上

で、それに「建退共証紙の購入費用」と「労災保険料」を合算し、所得算出に必要な経

費である「給与賃金」と「非課税となる福利厚生費」のそれぞれの合計を算出、所得計

算書の一般経費欄に転記できるようにしました。 

 

 

３．事業主が負担すべき社会保険等 

 

①法定されている事業主負担（法定福利費） 

従業員・職人を雇う事業主は社会保険料等（社会保険、労働保険）について一定の負

担が求められます。また、事業形態によって加入すべき保険も違います。法定されてい

る（つまり最低限の）事業主負担をまとめると次の通りになります。法定されている社

会保険等の事業主負担は福利厚生費（非課税）として経費に計上します。 

 

事業形態 負担する者 健康保険 年金保険 雇用保険 労災保険 

個 人 
（従業員 5 人未満） 

(※2) 

事業主 法定負担なし（※1） 法定負担なし（※1） 賃金×1.05% 
労働者分について 

全額事業主 

従業員・職人 国保保険料 国民年金保険料 賃金×0.6% なし 

法 人  

または 
 
個 人 

（従業員 5 人以上） 
 

事業主 

国保利用 

法定負担なし（※1） 
厚生年金保険料の半額 

および 

児童手当拠出金 

賃金×1.05% 
労働者分について 

全額事業主 協会けんぽ利用 

保険料の半額 

雇用される役員 

・従業員・職人 

国保利用 

国保保険料 
厚生年金保険料の 50% 賃金×0.6% なし 

協会けんぽ利用 

保険料の半額 

※１ 国保、国民年金の場合、事業主の負担義務はないが、任意で負担することは可能です（②参照）。 

※２ 個人事業所でも届出により協会けんぽや厚生年金の適用事業所となることができます。 

 

 

 

 



【参考（ 2014年度 協会けんぽ東京都の場合 ）】 

 

事業形態 負担する者 健康保険 年金保険 雇用保険 合 計 

個 人 
（従業員 5 人未満） 

事業主 法定負担なし 法定負担なし 1.05% 1.05％ 

従業員・職人 国保保険料 国民年金保険料 0.6% 
国保・年金保険料 

＋0.6％ 

法 人  

または 
 
個 人 

（従業員 5 人以上） 
 

事業主 

国保利用 

法定負担なし 
厚生年金 

8.71％ 

（児童手当拠出金含む） 

1.05% 

9.76％ 

協会けんぽ利用 

5.845％（介護含む） 
15.605％ 

雇用される役員 

・従業員・職人 

国保利用 

国保保険料 厚生年金 

8.56％ 
0.6% 

国保保険料 

＋9.16％ 

協会けんぽ利用 

5.845％（介護含む） 
15.005％ 

 

 

 

②建設国保（または市町村国保）、国民年金保険料を任意で事業主が負担する場合 

従業員・職人、国保、国民年金を利用している場合、事業主に法定の負担はありませ

んが、任意に負担することは可能です（負担金額、負担割合なども任意に決められます）。

任意負担した額は給与として経費に計上します。法人役員が国保を利用している場合も

同様に役員報酬に計上します。 

 

【参考：所得税基本通達 36-31の 8】 

使用者が、役員又は使用人が負担すべき保険料又は掛け金を負担する場合には、その負担する金

額は、当該役員又は使用人に対する給与等に該当することに留意する。 

 

なお、「建設国保+厚生年金」で事業主が建設国保保険料を負担した場合、前述のよう

に建設国保保険料の負担部分は本人の給与に合算されることから、日額換算の額（日当

＋事業主任意負担額の 1 日あたりの金額）が上がり、結果、厚生年金保険料の算定基礎

となる「標準報酬の等級」が上がることがあります。2 等級以上の変動があった場合は

その旨を年金事務所に届け出る必要があります。日当計算の場合は協会けんぽや年金機

構の保険料率表の日額部分が 2 等級以上の変動があった場合に変動の届け出が必要で

す。 

また、法人役員は会社法の規定で「定期同額給与」の規定があります（株主総会で決

定したその年度の各月の役員報酬は同額としなければならない旨の規定）。建設国保保

険料などを法人が任意に負担する場合は前述のとおり役員報酬に上乗せされることと



なりますので、株主総会で任意負担分を含めた額を報酬額とする決定をしなければなり

ません。さらに、年度開始日から 3 か月以内に決定した報酬額に基づく各月の支払いを

開始しなければならないとされています。 

 

 

③社会保険・労働保険を掛けなくとも良い場合 

従業員などに社会保険（健康保険、年金保険）、労働保険（雇用保険、労災保険）を

適用し法定の負担を行うことは事業主の義務であり、原則、全ての事業主に課せられま

す（事業形態やどの保険に加入するかで事業主が負担する内容が違うことは前述の通

り）。 

例外として、労働者が、日雇いなどの短期間労働者や事業主の同居の親族など、一定

の場合は社会保険、労働保険の強制適用が除外されます。この場合は事業主負担も課せ

られません。強制適用の除外に当たるか否かは下表により労働者ごとに判断します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、使用者たる事業主は「労働者名簿（労基法 107 条）」「賃金台帳（同 108 条）」

「出勤簿（同 108 条 施行規則 54 条）」を事業所に備え付け、かつ、3 年間保存しな

ければならないとされています。「労働者名簿」の雛型も作成しましたので活用してく

ださい。 

●社会保険（健康保険・厚生年金保険）の適用除外 

①日々雇い入れる者（但し、１か月を超えて引き続き使用するに至ったときは被保険者になる。）  

②２か月以内の期間雇用者（但し、所定の期間を満了してなお雇用されたときは、超えた日から被保険者となる。）  

③４か月以内の季節的業務に雇用される者  

④６か月以内の臨時的事業に雇用される者  

⑤所在地が一定しない事業に雇用される者  

⑥７０歳以上の者（厚生年金保険のみ）  

⑥短時間労働者（日または１週間の勤務時間や１か月の勤務日数が、その事業所の正規の従業員のおおむね４分の３

以上の場合は、被保険者となる。）  

●労災保険の適用除外 

常用、日雇、アルバイト、パートなどの名称や雇用形態に関わらず全ての労働者が対象となる。  

同居の親族は原則として労災保険法上の労働者には当たらないが、「業務を行うにつき事業主の指揮命令に従って

いることが明確な場合」「就労の実態が当該事業場におけるほかの労働者と同様の場合（始業就業時刻、休憩時間、

休日・休暇、賃金、その他の労務管理）」は労働者を雇用しているとして労災保険の適用が必要。  

●雇用保険の適用除外 

①個人事業の事業主及び同居の親族  

②法人の代表者と同居の親族（実質的に代表者の個人事業と同様な場合）  

③法人の代表者、取締役、監査役など委任関係にある者。但し、取締役で部長・工場長等の職にあって従業員として

の身分がある場合（兼務役員）、給与面から見ても労働者的性格が強い場合は、従業員部分について被保険者となる。

（但し、監査役は除く。）  

④４か月以内の季節的事業に雇用される者  

⑤65 歳以上で新規に雇用された者  

⑥短時間労働者。但し、（１)１週間の所定労働時間が通常の従業員の 4 分の 3 未満(30 時間未満)であり、かつ 20 時

間以上の場合、（２)１年以上引き続き雇用されることが見込まれる場合  は被保険者となる。  



４．各保険料と負担額の算出方法 

①健康保険、年金保険 

イ）建設国保、市町村国保、国民年金 

前述の通り、法定福利費としての事業主負担義務はありません（任意の負担は可能）。 

 

ロ）協会けんぽ、厚生年金 

健康保険の保険料率は都道府県ごとに異なりますので、年度ごとに協会けんぽが示

している都道府県ごとの「保険料額表」を参照してください。 

健康保険料は事業主と本人の折半です。 

40 歳以上 65 歳未満の被保険者は介護保険を含む保険料欄の金額になります（都

道府県ごとの健康保険料率に介護保険料率 1.72%を加えた料率により算出された金

額）。 

厚生年金保険料の保険料率は全国一律で 17.120%です（2014 年 8 月まで）、保

険料の負担は事業主と本人の折半ですが、事業主は児童手当拠出金の 0.15%も負担

することとされていますので、事業主 8.71%、本人 8.56%となります。 

なお、協会けんぽと厚生年金の保険料は毎年４、５、６月の平均賃金（定時決定）

を年金事務所に 7 月までに提出し（被保険者報酬月額算定基礎届）、年金事務所から

通知される上記の計算による保険料が9月分から翌年8月分の賃金まで適用となりま

す（日当計算の場合、日額で 2 等級以上の変動があった場合は別途、随時改定の手続

きが必要）。 

入職した月から定時決定の時期までは入職した月の賃金で保険料が決定され（資格

取得時決定）、直後の定時決定が反映される 9 月まで入職時賃金による決定額を支払

います。 

 

②雇用保険 

保険料率は 1.65%で、事業主負担 1.05%、本人負担 0.6%です。各人ごとに、その

月の給与総額に保険料率を掛けて算出します。 

 

③労災保険 

全額事業主負担です。 

保険料率は、建設事業（大工・左官等）1.3%、その他建設事業 1.9%です。これに

それぞれ労務費率を掛けて保険料を算出します。労務費率は、建設事業 21%、その他

建設事業 23%です。 

以上を踏まえた計算式は次の通りです 

建設事業・・・年間の元請け見込み額×21%×1.3% 



その他建設事業・・・年間の元請け見込み額×23%×1.9% 

 

事業主、一人親方でも、労働保険事務組合を通じた手続きで特別加入によって労災保

険付保ができます。基礎給付日額や掛け金は各労働保険事務組合で確認してください。 

 

④建退共 

事業主が負担する建退共証紙代（310 円/日）は非課税の福利厚生費として全額経費

に算入します。下請け仕事の際に元請けが負担した場合は、当該下請事業所の負担には

ならないので経費算入はできません。 

 

 

５．労働者名簿、出勤簿の作成 

臨時、常用に限らず、労働者を雇ったら労働者名簿、出勤簿を作成しましょう。 

これらにより就労の形態による社会保険等の付保義務の有無を判断します。また、事故

に遭ったり事件に巻き込まれたといった万一の際、これらの書類が整っていることで労働

者の安全確認や本人の近親者への連絡など、事業主としての迅速な対応にもつながります。 

 

 

６．出勤簿・賃金個人台帳への記入方法 

出勤簿・賃金個人台帳は、ひとり月 1 枚です。全建総連のホームページからダウンロー

ドできます。 

 

①基本情報の記入 

台帳の最上段に「年月」と「労働者の氏名」を記入します 

 

②出勤簿の記入 

②－１ 就労した日の「出勤時刻」「退勤時刻」および「就労時間」欄にそれぞれ時刻・

時間を記入します。 

②－２ 事業主は記入された時刻・時間を確認し「確認」欄にサインや押印をします。 

※「計算式入り」では、「出」欄に、一日就労した場合は「１」、半日の場合は「0.5」

など入力すると「合計就労日数」が自動計算されます。 

 

③基本賃金の計算欄の記入 

③－１ 「日当」欄に一日あたりの賃金額を記入します。 



③－２ 「就労日数」欄に出勤簿の「合計就労日数」を記入します。 

③－３ 日当と就労日数を掛け合わせ、その月の基本賃金を算出します。 

 

④国保等に対する事業主の任意負担を含む賃金の計算欄の記入 

※前述の通り、建設国保保険料や国民年金保険料を事業主が任意に負担することができ

ます。この場合、支給額（＝事業主負担額）を本人の給与に上乗せします。 

④－１ ③で算出した基本賃金を「今月の基本賃金欄【A】」転記します。 

④－２ 事業主が任意に負担する額を「国保等に対する事業主の任意負担額」欄に記入

します。 

④－３ すべての合計を算出し「今月の賃金合計【B】」欄に記入します。 

※「今月の賃金合計【B】」の額が当月の本人の収入になります。 

※事業主負担が無い場合はそれぞれの任意負担額欄を空欄とします。この場合、今

月の基本賃金【A】の額と今月の賃金合計【B】の額は同額になります。 

 

⑤法定福利費・本人負担額欄の記入 

⑤－１ 「【標準報酬月額   円】」欄に、本人の標準報酬月額を記入します。 

 

⑤－１ 協会けんぽ 

⑤－１－１ 「月額保険料」欄に保険料月額を記入します。 

⑤－１－２ 月額保険料の２分の１の額を「法定福利費」欄に、２分の１の額を「本

人負担」欄に記入します。 

※本人負担額は事業主が預り、後日、事業主負担額と合わせて払い込

みます。 

 

⑤－２ 厚生年金 

⑤－１－１ 「月額保険料」欄の上段に保険料月額、下段には児童手当拠出金（標

準報酬月額の 1000 分の 1.5 の額）をそれぞれ記入します。 

⑤－１－２ 「法定福利費」欄の上段に月額保険料の２分の１の額、下段には児童

手当拠出金の額を、また、「本人負担額」欄に月額保険料の２分の１の

額をそれぞれ記入します。 

※前述のとおり、児童手当拠出金は全額事業主負担（法定福利費）で

す。 

※本人負担額は事業主が預り、後日、事業主負担額と合わせて払い込

みます。 

 

⑤－３ 雇用保険 



法定の事業主負担額を「法定福利費」欄に、本人負担額を「本人負担」欄に記入し

ます。 

 

⑤－４ 当月の法定福利費、法定外事業主負担額、本人負担額の計算 

「法定福利費」欄、「賃金算入分」欄、「本人負担分」欄をそれぞれ縦に合計します。 

 

⑤－５ 法定福利費の賃金経理台帳への転記 

 

⑥支給額の計算欄の記入 

⑥－１ 「今月の賃金【B】」に国保・国民年金の事業主任意負担を含む賃金合計の計

算欄で算出した額を転記します。 

⑥－２ 「社会保険等本人負担額【C】」に法定福利費・本人負担額の計算欄で算出し

た本人負担額の合計額を転記します。 

⑥－３ 「今月の賃金【B】」から「社会保険等本人負担額【C】」を差し引き「今月の

支給額」を算出します。 

※これにより算出された額が、当月、本人に支払われる額になります。 

 

 

７．賃金経理台帳への記入方法 

① 各人ごとに各月の賃金額（賃金個人台帳の「今月の賃金合計【B】」欄の額）と法定

福利費額（賃金個人台帳の法定福利費・本人負担額の計算「法定福利費（事業主負担

額）」欄の合計額）を、それぞれ、各月の「賃金」欄、「法福」欄に転記します。 

② 各労働者の賃金欄、法福欄の記入が終わったら、その合計をそれぞれ「賃金合計①」

欄、「法定福利費（労災以外）合計②」欄に記入します。 

③ その月の建退共証紙購入代金を「建退共証紙購入費用③」に記入します。 

④ その月の「法定福利費（労災以外）合計②」の金額と「建退共証紙購入費用③」の金

額を「非課税となる福利厚生費合計」の「②+③」欄に記入します。 

⑤ 特別加入以外の労災保険料の支払いが発生した月はその金額を「事業所労災④」に記

入します。 

⑥ その月の「賃金合計①」欄、「非課税となる福利厚生費」欄の合計金額を「総計①+

②+③+④」に記入します。 

⑦ 1 年分の各月の記入が終わったら、縦に合計し「年間合計」欄に記入します。 

※年間合計で算出された年間の「賃金合計①」「非課税となる福利厚生費合計」がそれ

ぞれ所得税算出上の「給与賃金」「福利厚生費（非課税）」となります。 

 



 

８．所得計算書「収支計算書」への記入方法 

① 賃金経理台帳で算出した各月の「賃金」、「法定福利費」を所得計算書「一般経費」の

「給与賃金」欄、「福利厚生費 非課税」欄にそれぞれ転記します。 

※ 所得計算書の「福利厚生費 課税」欄に記入する経費は、慰安旅行、お茶・菓子

代、福利厚生事業団体への会費などです。 

② 福利厚生費の課税分と非課税分は 1 年間の合計を合算し、福利厚生費合計を記入し

ます。 

③ 年間の、給与賃金合計、福利厚生費合計をそれぞれ所得計算書「収支計算書」の費用

項目に転記します。 

④ 所得計算書「収支計算書」の給与賃金、福利厚生費以外の欄を記入し、事業所の年間

所得を算出した後、所得税額の計算を行います。 


